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アジア経済法令ニュース No.16-31 

 添付法令資料 1： モロッコの私立学校施設に関する法律第 06-00 号（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国共有財産及び物品管理法（目次） 

 添付法令資料 3： 個人情報の保護に関する1997 年8 月29 日付ポーランド法律（目次） 

 添付法令資料 4： 省エネルギー・サービス事業の運営に関する 2016 年 5 月 27 日付 

  インドネシア共和国エネルギー及び鉱産資源大臣規程 No.14（目次） 

 添付法令資料 5： 企業名称が工業所有権を侵害する場合について細則を定め、かつ、 

  処理を指導するベトナム科学技術省・計画投資省の合同通知（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2016 年 8 月 5 日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則第 15 条第 11 号の規定に基

づき、国又は地域を指定する件の一部を改正する件（国家公安委員会・金融庁

告示第 1 号） 
16.08.01 公布／16.08.08 適用 

2 犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則第 4 条第 1 項第 4 号の規定

に基づき国又は地域を指定する件の一部を改正する件（金融庁告示第 38 号） 
16.08.01 公布／16.08.08 適用 

3 外国為替に関する省令第 8 条の 7 第 10 号及び第 12 条の 3 第 8 号の規定に基

づき国又は地域を指定する件の一部を改正する件（財務省告示第 227 号） 
16.08.01 公布／16.08.08 適用 

4 外国公文書の認証を不要とする条約へのモロッコ王国等の加入に関する件

（外務省告示第 312 号） 
16.08.02 公布 

5 外国公文書の認証を不要とする条約へのコソボ共和国の加入に関する件（同

三一三） 
16.08.02 公布／16.07.14 発効 

6 雇用保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備

等に関する省令（厚生労働省令第 137 号） 
16.08.02 公布／17.01.01 施行 

7 事業主が職場における妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関して雇

用管理上講ずべき措置についての指針を定める件（厚生労働省告示第 312 号） 
16.08.02 公布／17.01.01 適用 

8 子の養育又は家族介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭

生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指

針の一部を改正する件（厚生労働省告示第 313 号） 
16.08.02 公布／17.01.01 適用 

9 事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべ

き措置についての指針の一部を改正する件（厚生労働省告示第 314 号） 



 2

16.08.02 公布／17.01.01 適用 
10 種苗法第 18条第 1項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第 1508
号） 

16.08.03 公布 
11 大韓民国及び中華人民共和国（香港地域及びマカオ地域を除く。）を原産地と

する水酸化カリウムについて関税定率法第 8 条第 1 項の規定により不当廉売関

税を課することが決定した件（財務省告示第 229 号） 
16.08.03 公布 

12 アロチャ湖南西地域灌漑施設改修計画（詳細設計）のための贈与に関する日

本国政府とマダガスカル共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告

示第 314 号） 
16.08.04 公布 

13 無償資金協力に係る取極に基づく贈与の供与期限の延長に関する口上書の交

換に関する件（外務省告示第 316 号） 
16.08.04 公布 

14 人材育成奨学計画のための贈与に関する日本国政府とタジキスタン共和国政

府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 317 号） 
16.08.04 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 交通運送企業安全生産標準化建設評価管理弁法 
  （交通运输企业安全生产标准化建设评价管理办法） 

16.07.26 発布 交通運送部 交安監発[2016]133 号／同日施行 
2 生産安全事故統計管理弁法 

  （生产安全事故统计管理办法） 
16.07.27 発布 国家安全生産監督管理総局弁公庁 安監総庁統計[2016]80

号／同日施行 
3 我が国管轄海域において発生する関連事件の審理に係る若干の問題に関する

最高人民法院の規定（一） 
  （最高人民法院关于审理发生在我国管辖海域相关案件若干问题的规定（一）） 

16.08.01 公布 最高人民法院 法釈[2016]16 号／16.08.02 施行 
4 我が国管轄海域において発生する関連事件の審理に係る若干の問題に関する

最高人民法院の規定（二） 
  （最高人民法院关于审理发生在我国管辖海域相关案件若干问题的规定（二）） 

16.08.01 公布 最高人民法院 法釈[2016]17 号／16.08.02 施行 
5 農業遺伝子組換生物安全評価管理弁法（改正） 
  （农业转基因生物安全评价管理办法） 

16.07.25 発布 農業部 農業部令 2016 年第 7 号／16.10.01 施行 
6 ネットワーク司法競売に係る若干の問題に関する最高人民法院の規定 
  （最高人民法院关于人民法院网络司法拍卖若干问题的规定） 

16.08.02 公布 最高人民法院 法釈[2016]18 号／17.01.01 施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦都市建設法典第 49 条並びに資本投資の形態で実行されるロシア

連邦における投資活動に関するロシア連邦法律第 11 条及び第 14 条への変更の

導入に関する 2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.369-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

2 ロシア連邦都市建設法典第 51 条及び第 55 条への変更の導入に関する 2016
年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.370-FZ 

公布の日から施行 
3 ロシア連邦都市建設法典第 55.24 条への変更の導入に関する 2016 年 7 月 3
日付ロシア連邦法律 No.371-FZ 

公布の日から 180 日の期間経過後に施行 
4 ロシア連邦都市建設法典及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する

2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.372-FZ 
一部を除き、17.07.01 施行 

5 地域の計画化に係るドキュメンテーションの準備、合意及び承認の規制に係

る完全化並びに地域の総合的及び安定的発展の保障並びにロシア連邦法規の

個別の規定の失効に関してロシア連邦都市建設法典第 49 条及び個別のロシア

連邦法規へ変更を導入することに関する 2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律

No.373-FZ 
一部を除き、17.01.01 施行 

6 地下資源に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2016 年 7 月 3 日

付ロシア連邦法律 No.279-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

7 ロシア連邦土地法典及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する

2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.334-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

8 森林公園のグリーン・ベルトの創設に関して環境保護に関するロシア連邦法

律及び個別のロシア連邦法規への変更を導入することに関する 2016 年 7 月 3
日付ロシア連邦法律 No.353-FZ 

17.01.01 施行 
9 特定目的用途に基づく農業用地の不利用又はロシア連邦法令の違反を伴う利

用に際しての当該農業用地からの土地区画の収用手続の完全化に関して個別

のロシア連邦法規へ変更を導入することに関する 2016 年 7 月 3 日付ロシア連

邦法律 No.354-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

10 ロシア連邦博物館ファンド及びロシア連邦における博物館に関するロシア連

邦法律への変更の導入に関する 2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.357-FZ 
公布の日から 180 日の期間経過後に施行 
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11 国家及び地方自治体の需要の保障のための商品、労務又は役務の買付分野に

おける契約システムに関するロシア連邦法律第 1 条並びに 2018 年 FIFA サッ

カー世界選手権大会及び 2017 年 FIFA コンフェデレーションズ・カップのロシ

ア連邦における準備及び実施並びに個別のロシア連邦法規への変更の導入に関

するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法

律 No.266-FZ 
12 薬剤の流通に関するロシア連邦法律第 61 条及び薬剤の流通に関するロシア

連邦法律への変更の導入に関するロシア連邦法律第 3 条への変更の導入に関す

る 2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.350FZ 
13 麻薬、向精神物質及びその前駆体の流通に対するコントロールの分野並びに

人の地域移動の分野における国家管理の完全化に関連して個別のロシア連邦法

規へ変更を導入することに関する2016年7月3日付ロシア連邦法律No.305-FZ 
公布の日から施行 

14 原子力の利用に関するロシア連邦法律第 31 条への変更の導入に関する 2016
年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.356-FZ 

17.01.01 施行 
15 ロシア連邦刑法典及びロシア連邦刑事訴訟法典への変更の導入に関する

2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.324-FZ 
16 ロシア連邦刑法典及びロシア連邦刑事訴訟法典への変更の導入に関する

2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.325-FZ 
17 ロシア連邦刑事訴訟法典第 6.1 条への変更の導入に関する 2016年 7 月 3 日付

ロシア連邦法律 No.331-FZ 
公布の日から施行 

18 行政的違反行為に関するロシア連邦法典への変更の導入に関する 2016 年 7
月 3 日付ロシア連邦法律 No.316-FZ 

公布の日から施行 
19 ロシア連邦民法典第 188 条及び第 189 条並びに公証に関するロシア連邦法令

の基礎への変更の導入に関する 2016 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.332-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

20 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 保健省の専業管理範囲に属する食品の製造・経営の条件について定める議定 
政府の 2016 年 7 月 1 日付第 67/2016/NĐ-CP 号議定／16.07.01 施行 

2 ベトナムにおける外国投資活動に対する投資の追跡、検査及び評価の事務に

ついて指導する通知 
計画投資省の 2016 年 6 月 30 日付第 09/2016/TT-BKHĐT 号通知／16.08.14

施行 

 

第 5 韓国 

1 スポーツ産業振興法施行令全部改正令 
16.08.02 公布 大統領令第 27429 号／16.08.04 施行 

2 化学物質の登録及び評価等に関する法律施行令一部改正令 
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16.08.02 公布 大統領令第 27434 号／同日施行（ただし、一部を除く。） 
3 旅客自動車運輸事業法施行令一部改正令 

16.08.02 公布 大統領令第 27435 号／同日施行 
4 外国人投資促進法施行規則一部改正令 

16.08.02 公布 産業通商資源部令第 206 号／同日施行 
5 自由貿易地域の指定及び運営に関する法律施行規則一部改正令 

16.08.02 公布 産業通商資源部令第 207 号／同日施行 
6 建設産業基本法施行令一部改正令 

16.08.04 公布 大統領令第 27440 号／同日施行（ただし、一部を除く。） 
7 食品衛生法施行規則一部改正令 

16.08.04 公布 首相令第 1313 号／同日施行（ただし、一部を除く。） 
8 自由貿易協定締結に伴う貿易調整支援に関する法律施行規則一部改正令 

16.08.04 公布 産業通商資源部令第 208 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

1 修正「應施檢驗開飲機商品之相關檢驗規定」 
16.07.28 公布 経済部標準検験局 經標三字第 10530003140 号／同日施行 

2 修正「建築物屋內外電信設備工程技術規範」，並修正名稱為「建築物屋內外電

信設備設置技術規範」 
16.08.01 公布 国家通訊伝播委員会 通傳基礎字第 10563014490 号／

16.08.05 施行 
3 修正「人身保險業辦理資訊公開管理辦法」 

16.08.01 公布 金融監督管理委員会 金管保產字第 10502523961 号 
4 修正「財產保險業辦理資訊公開管理辦法」 

16.08.01 公布 金融監督管理委員会 金管保產字第 10502523961 号 
5 修正「商品檢驗規費收費辦法」 

16.08.01 公布 経済部 經標字第 10504603550 号 
6 修正「貨櫃集散站經營業管理規則」 

16.08.02 公布 交通部 交航字第 10550096921 号 
7 修正「臺灣地區與大陸地區空運直航許可管理辦法」 

1608.02.公布 交通部 交航字第 10500233881 号 
8 修正「證券商管理規則」 

16.08.02 公布 金融監督管理委員会 金管證券字第 1050027828 号 
9 修正「期貨商管理規則」 

16.08.02 公布 金融監督管理委員会 金管證券字第 1050027828 號 
10 修正「國際證券業務分公司管理辦法」 

16.08.03 公布 金融監督管理委員会 金管證券字第 1050026839 号 
11 修正「經濟部加工出口區管理處對民間團體補助作業規範」第六點 

16.08.04 公布 経済部加工出口区管理処 經加四勞字第 10501033880 号／

同日施行 
12 訂定「公平交易法第四十六條適用基準」 

16.08.04 公布 公平交易委員会 公法字第 10515605372 号／同日施行 
13 廢止「公平交易委員會對於電話行銷案件之處理原則」 

16.08.04 公布 公平交易委員会 公服字第 10512607631 号／同日施行 
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14 修正「食品器具、容器、包裝檢驗方法－玻璃、陶瓷器、施琺瑯之檢驗

（MOHWU0009.03）」 
16.08.04 公布 衛生福利部 部授食字第 1051901371 号／同日施行 

 

第 7 シンガポール 

1 ENVIRONMENTAL PROTECTION AND MANAGEMENT(VEHICULAR 
EMISSIONS) (AMENDMENT)REGULATIONS 2016 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 29th 
July 2016 and, come into operation on 1 January 2017; No.S372/2016 

2 CENTRAL PROVIDENT FUND(MEDISAVE ACCOUNT 
WITHDRAWALS) (AMENDMENT) REGULATIONS 2016 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 29th 
July 2016 and, come into operation on 1 August 2016; No.S377/2016 

3 ENVIRONMENTAL PROTECTION AND MANAGEMENT ACT 
(AMENDMENT OF SECOND SCHEDULE) (NO. 2) ORDER 2016 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 29th 
July 2016 and, comes into operation on 1 August 2016; No.S378/2016 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 REPUBLIC ACT NO. 10771 
  AN ACT PROMOTING THE CREATION OF GREEN JOBS, GRANTING 
INCENTIVES AND APPROPRIATING FUNDS THEREFOR 

16.4.29承認／官報又は 2つの全国流通新聞に完全公布された日から 15日

後に施行 
2 DEPARTMENT OF SCIENCE AND TECHNOLOGY 
  DOST ADMINISTRATIVE ORDER NO. 002 SERIES OF 2016 
  REVISED SMALL ENTERPRISE TECHNOLOGY UPGRADING 
PROGRAM(SETUP) GUIDELINES 

16.1.12 付／2016 年 1 月 12 日から施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 12 モンゴル 

1 モンゴル国政府の構成員に関する 2016 年 7 月 21 日付モンゴル国法律 
2016 年 7 月 21 日から施行 

2 モンゴル国政府の構造に関する 2016 年 7 月 21 日付モンゴル国法律 
2016 年 7 月 21 日から施行 

 

第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 通関ブローカーとしての活動の実行に対する許可書の発行手続に係る規程の

承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2016 年 7 月 25 日付 No.239／公布の日から 3 か月経過後に施行 

2 集中型投資の費用負担で資金供給される施設の建設、再建及び大規模修繕の

ためのプロジェクト・調査作業のアドレス一覧の形成、プロジェクト・見積文

書の作成及び承認手続に係る規程の承認に関するウズベキスタン共和国内閣

決定 
2016 年 7 月 26 日付 No.240／同年 8 月 1 日施行 

3 ウズベキスタン共和国の代表者の養成の組織化のために日本国政府の援助の

効率的な利用に係る措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2016 年 7 月 26 日付 No.241／同年 8 月 1 日施行 

4 ウズベキスタン共和国のレッドリストに係る規程の承認に関するウズベキス

タン共和国環境保護委員会の決定 
2016 年 7 月 14 日付 No.20 同月 26 日法務省登録 No.2817／同年 8 月 1

日施行 
5 外国投資を伴う企業への綿花に対する追加的割引の提供手続に係る規程の承

認に関する決定の失効の認定に関するウズベキスタン共和国財務省、経済省、

対外経済関係、投資及び貿易省、及び税務国家委員会の決定 
2016 年 7 月 20 日付 No.54、経済省 No.120、対外経済関係、投資及び貿

易省 No.2016/10-3、及び税務国家委員会 No.2016-28 同月 26 日法務省登録

No.1527-1／同年 8 月 1 日施行 
6 非政府非営利組織の行事の同意手続に係る規程への変更及び追加の導入に関

するウズベキスタン共和国法務相命令 
2016 年 7 月 27 日付 No.193-mh 同日法務省登録 No.2679-1／同年 8 月 1

日施行 
7 その従業員が商業秘密へのアクセス権を有する企業及び組織のための商業秘

密体制の順守に係る標準的規程の承認に関するウズベキスタン共和国民営化、

反独占及び競争促進国家委員会の決定 
2016 年 6 月 21 日付 No.01/26-26/40 同年 7 月 28 日法務省登録 No.2818

／公布の日から 3 か月経過後に施行 
8 セメント及びクリンカーに対する超過利益税の計算及び予算への納税手続に
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係る規程への変更の導入に関するウズベキスタン共和国財務省及び税務国家

委員会の決定 
2016 年 7 月 20 日付 No.53 及び税務国家委員会 No.2016-31 同月 28 日法

務省登録 No.1908-4／同年 8 月 1 日施行 

 

第 15 トルコ 

1 マネーローンダリング及びテロリズムへの資金供与の防止の範囲内の業務の

延期に関する財務省の規則 
2016 年 7 月 29 日官報 No.29785／同日施行 

2 電気回路規則における変更の実施に関するエネルギー市場調整機構の規則 
2016 年 7 月 30 日官報 No.29786／同日施行 

3 トルコ共和国政府とモンテネグロ政府との間の投資の相互的促進及び保護に

係る条約の批准に関する法律 
2016 年 7 月 19 日付 No.6732 同年 8 月 2 日官報 No.29789／同日施行 

4 港湾規則における変更の実施に関する交通、海事及び通信省の規則 
2016 年 8 月 3 日官報 No.29790／同日施行 

5 不動産証書通知（VII-128.2）における変更の実施に関する資本市場委員会の

通知（VII-128.2a） 
2016 年 8 月 3 日官報 No.29790／同日施行 

6 添付の「石炭の輸入に対する追加的財務責任の賦課に係る決定」の施行に関

する内閣決定 
2016 年 7 月 18 日付 No.2016/9073 同年 8 月 2 日官報 No.29789／同日施

行 

 

第 16 ウクライナ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 17 ポーランド 

1 刑法典（1997 年 6 月 6 日付法律）の単一テキストの公布に関する 2016 年 7
月 5 日付国会下院議長の公告 No.1137 

16.07.29 公布 
2 裁判所執行官及び強制執行に関する 1997 年 8 月 29 日付法律の単一テキスト

の公布に関する 2016 年 7 月 6 日付国会下院議長の公告 No.1138 
16.07.29 公布 

3 小売からの租税に関する 2016 年 7 月 6 日付法律 No.1155 
16.08.01 公布／16.09.01 施行 

4 憲法裁判所に関する 2016 年 7 月 22 日付法律 No.1157 
16.08.01 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

5 不動産登記簿及び抵当権に関する 2013 年 3 月 24 日付法律の変更に関する

2016 年 7 月 6 日付法律 No.1159 
16.08.01 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 
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6 エネルギー法（1997 年 4 月 10 日付法律）及びいくつかのその他の法律の変

更に関する 2016 年 7 月 22 日付法律 No.1165 
16.08.02 公布／公布の日から 30 日の期間経過後に施行 

7 スポーツに関する 2010 年 6 月 25 日付法律の変更に関する 2016 年 7 月 7 日

付法律 No.1171 
16.08.03 公布／公布の日から 7 日の期間経過後に施行 

8 スポーツに関する 2010 年 6 月 25 日付法律の変更に関する 2016 年 7 月 6 日

付法律 No.1170 
16.08.03 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

9 重大な法令違反に対する公務員の財産的責任に関する 2011 年 1 月 20 日付法

律の単一テキストの公布に関する 2016 年 7 月 22 日付国会下院議長の公告

No.1169 
16.08.03 公布 

10 秘密情報の保護に関する 2010 年 8 月 5 日付法律の単一テキストの公布に関

する 2016 年 7 月 6 日付国会下院議長の公告 No.1167 
16.08.03 公布 

11 商業化及び民営化に関する 1996 年 8 月 30 日付法律の変更に関する 2016 年

7 月 6 日付法律 No.1174 
16.08.04 公布／公布の日に続く日から施行 

 

第 18 南アフリカ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 19 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 20 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 21 添付法令資料 

   1 モロッコの私立学校施設に関する法律第 06-00 号（目次） 

   2 韓国共有財産及び物品管理法（目次） 

   3 個人情報の保護に関する 1997 年 8 月 29 日付ポーランド法律（目次） 

   4 省エネルギー・サービス事業の運営に関する 2016 年 5 月 27 日付インドネシ

ア共和国エネルギー及び鉱産資源大臣規程 No.14（目次） 

   5 企業名称が工業所有権を侵害する場合について細則を定め、かつ、処理を指

導するベトナム科学技術省・計画投資省の合同通知（目次） 
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【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

津守 博之  弁護士 日本国及びニューヨーク州：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

鈴木 崇   弁護士：韓国・インドネシア法令担当 

森 啓太   弁護士：租税・独占禁止・知的財産・越南・韓国・インドネシア法令

担当 

奥野 剛史  弁護士：インド・パキスタン・スリランカ・インドネシア法令担当 

村瀬 健太  弁護士：モンゴル・韓国・インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

光本 亘佑  弁護士：独占禁止法担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務法令担当 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 
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山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

アレクセイ アレクサンドロビッチ ロセフ  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  URYU & ITOGA ADVISORY SERVICE VIETNAM CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  北京市堅石律師事務所 律師：柳 錦実：韓国法令担当 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
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添付法令資料 1： 
 

モロッコの私立学校施設に関する法律第 06-00 号（目次） 
2000 年 5 月 19 日付勅令第 1-00-202 号により施行 

 
 
第 1 章  総則（第 1 条～第 3 条） 
第 2 章  私立学校施設の義務（第 4 条～第 11 条） 
第 3 章  職員（第 12 条～第 15 条） 
第 4 章  生徒（第 16 条～第 17 条） 
第 5 章  遠隔・通信教育に関する規定（第 18 条～第 21 条） 
第 6 章  教育及び運営の管理（第 22 条～第 23 条） 
第 7 章  制裁－違反行為の認定（第 24 条～第 30 条） 
第 8 章  雑則及び経過規定（第 31 条～第 36 条） 
 
 
添付法令資料 2： 
 

韓国共有財産及び物品管理法（目次） 
2015 年 6 月 22 日法律第 13383 号により一部改正 2015 年 12 月 23 日施行 

 
 

第 1 章  総則（第 1 条ないし第 3 条の 2） 
第 2 章  共有財産通則（第 4 条ないし第 18 条） 
第 3 章  行政財産（第 19 条ないし第 27 条） 
第 4 章  一般財産 
 第 1 節 通則（第 28 条ないし第 30 条） 
 第 2 節 貸付（第 31 条ないし第 35 条） 
 第 3 節 売却（第 36 条ないし第 38 条） 
 第 4 節 交換（第 39 条） 
 第 5 節 譲与（第 40 条及び第 41 条） 
 第 6 節 信託等（第 42 条ないし第 43 条の 4） 
第 4 章の 2 知的財産管理及び処分の特例（第 43 条の 5 ないし第 43 条の 10） 
第 5 章  共有財産台帳及び報告（第 44 条ないし第 47 条） 
第 6 章  物品通則（第 48 条ないし第 56 条） 
第 7 章  物品の管理 
 第 1 節 通則（第 57 条ないし第 67 条） 
 第 2 節 取得（第 68 条） 
 第 3 節 保管（第 69 条ないし第 71 条） 
 第 4 節 使用（第 72 条ないし第 74 条） 



2 
 

 第 5 節 処分（第 75 条ないし第 79 条） 
第 8 章  補則（第 80 条ないし第 98 条） 
第 9 章  罰則（第 99 条） 
附則 
 
 
添付法令資料 3： 
 

個人情報の保護に関する 1997 年 8 月 29 日付ポーランド法律（目次） 
2016 年 6 月 28 日最新の単一テキスト公布 

 
 
第 1 章  総則（第 1 条ないし第 7 条） 
第 2 章  個人情報保護機関（第 8 条ないし第 22a 条） 
第 3 章  個人情報のプロセッシング（processing）に係る原則（第 23 条ないし第

31a 条） 
第 4 章  情報がかかわる個人の権利（第 32 条ないし第 35 条） 
第 5 章  個人情報の保全（第 36 条ないし第 39a 条） 
第 6 章  個人情報集合体及び情報安全管理者の登記（第 40 条ないし第 46f 条） 
第 7 章  第三国への個人情報の伝送（第 47 条及び第 48 条） 
第 8 章  罰則（第 49 条ないし第 54a 条） 
第 9 章  現行規定における変更、経過規定及び終則（第 55 条ないし第 62 条） 
 
 
添付法令資料 4： 
 

省エネルギー・サービス事業の運営に関する 2016 年 5 月 27 日付 
インドネシア共和国エネルギー及び鉱産資源大臣規程 No.14（目次） 

同年 6 月 8 日施行 
 
 

第 1 章  総則（第 1 条） 
第 2 章  省エネルギー・サービス事業 
 第 1 節  総則（第 2 条） 
 第 2 節  省エネルギー・サービス事業のビジネス・モデル（第 3 条ないし第 5 条） 
 第 3 節  登録事項証明書（第 6 条ないし第 11 条） 
第 3 章  省エネルギーパフォーマンス契約モデル（第 12 条） 
第 4 章  報告（第 13 条及び第 14 条） 
第 5 章  指導及び監督（第 15 条ないし第 17 条） 
第 6 章  終則（第 18 条） 
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添付法令資料 5： 
 

企業名称が工業所有権を侵害する場合について細則を定め、かつ、処理を 
指導するベトナム科学技術省・計画投資省の合同通知（目次） 

科学技術省・計画投資省の 2016 年 4 月 5 日付 
第 05/2016/TTLT-BKHCN-BKHĐT号合同通知／16.05.20 施行 

 
 

第 1 章  総則（第 1 条ないし第 3 条） 
第 2 章  企業名称が工業所有権を侵害することを確定する根拠及び結果を克服す

る各措置（第 4 条ないし第 7 条） 
第 3 章  企業名称が工業所有権を侵害する場合についての処理手順及び手続（第 8

条ないし第 11 条） 
第 4 章  施行条項（第 12 条） 
 


